
資 料 ４

地方公務員のハラスメント対策について

第１回 地方公務員の働き方に関する分科会

令和６年９月３０日



１．各種ハラスメント対策の概要

厚生労働省作成資料

○ 各種ハラスメントに関する民間労働法は、地方公共団体にも原則適用されている一方、国家公務員は人事院
規則で定められている。なお、国家公務員については、他の事業主の雇用する労働者や顧客等からの著しい迷
惑行為（いわゆるカスタマーハラスメント）に関する取組について各省各庁の責務としている。

国：人事院規則
・人事院規則10－10
（セクシュアル・ハラ
スメントの防止等）及
び同運用について

・人事院規則10－15
（妊娠、出産、育児又
は介護に関するハラス
メントの防止等）及び
同運用について

・人事院規則10－16
（パワー・ハラスメン
トの防止等）及び同運
用について
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２．地方公共団体におけるハラスメント対策
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事業主が講ずべき措置１０項目 （厚生労働大臣が定める指針）

１．セクシュアルハラスメント対策

２．マタニティハラスメント対策

３．パワーハラスメント対策

ハラスメント対策を強化するため、労働施策総合推進法等を改正
（令和元年６月５日公布、令和２年６月１日施行）

地方公共団体は、職場のセクシュアルハラスメント対策、パワーハラスメン
ト対策等を防止するため、雇用管理上、講ずべき措置義務の適用を受ける。

１. 事業主の方針の明確化及びその周知・啓発

２. 相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

３. 職場におけるハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応

４. １～３までの措置と併せて講ずべき措置

⑴ 職場におけるハラスメントの内容・ハラスメントがあってはならない旨の方針を明確化し、
管理・監督者を含む労働者に周知・啓発すること。

⑵ ハラスメントの行為者については、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等
の文書に規定し、管理・監督者を含む労働者に周知・啓発すること。

⑶ 相談窓口をあらかじめ定めること。

⑷ 相談窓口担当者が、内容や状況に応じ適切に対応できるようにすること。また、広く相談
に対応すること。

⑸ 事実関係を迅速かつ正確に確認すること。

⑹ 事実確認ができた場合には、速やかに被害者に対する配慮の措置を適正に行うこと。

⑽ 相談したこと、事実関係の確認に協力したこと等を理由として不利益な取扱いを行っては
ならない旨を定め、労働者に周知・啓発すること。

⑼ 相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、周知すること。

⑻ 再発防止に向けた措置を講ずること。（事実が確認できなかった場合も同様）

⑺ 事実確認ができた場合には、行為者に対する措置を適正に行うこと。

※マタニティハラスメント対策では「業務体制の整備など、事業主や妊娠等した労働者その他の労働者の
実情に応じ、必要な措置を講ずること。」も講ずべき措置に含まれる

追加的な対応内容
（国（人事院規則）の取組 ）

①自らの雇用する労働者以外の者に
対する言動に関する取組
（他の事業主が雇用する労働者、求職者、フリーランス等）

② 他の事業主の雇用する労働者や顧客
等からの著しい迷惑行為 （いわゆるカス

タマーハラスメント等）に関する取組

③ 他の行政機関の職員からハラスメント
を受けた場合の、当該職員の任命権
者への調査要請・指導等の求め

④ 他の行政機関から③の求めがあった
場合の必要な協力

⑤ 人事委員会・公平委員会への苦情相
談が可能な旨の周知
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３．地方公共団体におけるハラスメント対策の取組に関するフォローアップ調査

○ 各種ハラスメント防止のための措置の実施状況は、都道府県及び指定都市では、既に全団体で措置が講じられている一方、市区町
村においては、前回調査から措置を講じた団体数が増加しているものの、１割超の団体では未だに必要な措置が講じられていない。

全体 パワーハラスメント セクシュアルハラスメント
妊娠、出産、育児又は介護
に関するハラスメント

全て措置
一部又は全て
未措置

全て措置
一部又は全て
未措置

全て措置
一部又は全て
未措置

全て措置
一部又は全て
未措置

都道府県
(47団体)

今回 47(100%) － 47(100%) － 47(100%) － 47(100%) －

前回 47(100%) － 47(100%) － 47(100%) － 47(100%) －

指定都市
(20団体)

今回 20(100%) － 20(100%) － 20(100%) － 20(100%) －

前回 20(100%) － 20(100%) － 20(100%) － 20(100%) －

市区町村
(1,721団体)

今回 1,513(87.9%) 208(12.1%) 1,556(90.4%) 165( 9.6%) 1,582(91.9%) 139( 8.1%) 1,518(88.2%) 203(11.8%)

前回 1,207(70.1%) 514(29.9%) 1,334(77.5%) 387(22.5%) 1,380(80.2%) 341(19.8%) 1,217(70.7%) 504(29.3%)

全体
(1,788団体)

今回 1,580(88.4%) 208(11.6%) 1,623(90.8%) 165( 9.2%) 1,649(92.2%) 139( 7.8%) 1,585(88.6%) 203(11.4%)

前回 1,274(71.3%) 514(28.7%) 1,401(78.4%) 387(21.6%) 1,447(80.9%) 341(19.1%) 1,284(71.8%) 504(28.2%)

【調査対象】都道府県、指定都市及び市区町村（首長部局）
【調査時点】令和５年６月１日現在

※ ここでいう「措置が講じられている」とは、関係法律及び厚生労働大臣指針に基づき雇用管理上必要な措置が講じられていることをいう。

措置済み 未措置 措置済み 未措置 措置済み 未措置

他の事業主の雇用する労働者等からのパワーハラスメントや顧客等からの著しい
迷惑行為に関する取組

100%
(47)

0%
(0)

100%
(20)

0%
(0)

59.6%
(1,026)

40.4%
(695)

都道府県(47) 指定都市(20） 市区町村(1,721）
公務部門における上乗せ事項の実施状況（抜粋）

地方公共団体における各種ハラスメント対策の取組状況調査結果
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４．人事委員会又は公平委員会に対する相談件数の状況

パワーハラスメント 510(23.2%)

パワーハラスメント 472(23.7%)

パワーハラスメント472( 25.2%)

いじめ・嫌がらせ
240 (10.9%)

いじめ・嫌がらせ
8.8%

いじめ・嫌がらせ
7.7%

任用 208 (9.5%)

任用 10.2%

任用 11.0%

休暇
177 (8.1%)

休暇 7.9%

休暇 7.6%

転任 155
(7.1%)

転任 5.9%

転任 5.5%

給与
152 (6.9%) 

給与 7.1%

給与 7.2%

勤務時間 125
(5.7%)

勤務時間 4.9%

勤務時間
5.5%

執務環境 124
(5.6%) 

執務環境 4.6%

執務環境 4.7%

服務 106 (4.8%)

服務 4.7%

服務 4.8%

厚生福利44 (2.0%)

厚生福利 1.2%

厚生福利 1.4%

人事評価 44(2.0%)

人事評価 2.6%

人事評価 2.0%

セクシュアルハラスメント 37(1.7%)

セクシュアルハラスメント 1.4%

セクシュアルハラスメント 1.4%

妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメン
ト 12(0.5%)

妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメン
ト 0.9%

妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメン
ト 0.3%

旅費 3(0.1%)

旅費 0.3%

旅費 0.1%

その他 261(11.9%)

その他 15.9%

その他 15.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R4年度

R3年度

R2年度

計1,992件

計1,873件

【 人事委員会及び公平委員会における相談内容及び過去３年間の推移 】

○ 地方公共団体に設置される中立的・専門的な人事機関である人事委員会又は公平委員会※に対する職員から

の相談件数については、パワーハラスメントに関するものが最も多く、近年、横ばいから増加傾向にある。

計2,196件

（人事委員会又は公平委員会の権限）
第八条 人事委員会は、次に掲げる事務を処理する。
一～十 略
十一 前二号に掲げるものを除くほか、職員の苦情を処理すること。
２ 公平委員会は、次に掲げる事務を処理する。
一及び二 略
三 前二号に掲げるものを除くほか、職員の苦情を処理すること。

※地方公務員法（抄）
（人事委員会又は公平委員会の設置）

第七条 都道府県及び（中略）指定都市は、条例で人事委員会を置くものとする。
２ 前項の指定都市以外の市で人口（中略）十五万以上のもの及び特別区は、
条例で人事委員会又は公平委員会を置くものとする。

３ 人口十五万未満の市、町、村及び地方公共団体の組合は、条例で公平委員
会を置くものとする。



５．地方公共団体に対するハラスメント対策に関する助言について
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【直近の助言通知】
〇 地方公共団体における各種ハラスメント対策の徹底について（抄）
（令和６年６月21日付総行女第15号）

事項 主な記載内容
１各種ハラスメントの
防止に係る事業主の措
置義務及び責務等

地方公共団体に適用される関係法律及び各厚生労働省指針において示されている次の
事業主の措置義務及び責務等について、改めて認識し、対応に万全を期していただきた
いこと。
①事業主たる地方公共団体の各任命権者は、職場における各種ハラスメントのないよ
う、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他
の雇用管理上必要な措置を講じなければならない義務があること。

②～④ 略
２各種ハラスメントを
防止するために講ずべ
き措置

（中略）仮に、講ずべき措置が未措置の状態で相談が持ち込まれた場合、法令上の求め
られる対応をとることができないおそれがあり、その結果、必要な措置を講ずるよりも
はるかに大きく、また困難な対応を迫られることもあり得るため、未措置の市区町村に
おいては、法律上の義務が履行できていない状態であることを改めて認識していただき、
速やかに必要な措置を講じていただきたいこと。（以下略）

○ 地方公共団体に対するハラスメント対策の推進に関する技術的助言については、毎年、法令遵守の
徹底やその意義その他必要な対応などについて、フォローアップ調査結果を踏まえながら、実施して
きた。



５．地方公共団体に対するハラスメント対策に関する助言について
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事項 内容
３顧客等からの著しい
迷惑行為の防止に関す
る取組

顧客等からの著しい迷惑行為（暴行、脅迫、ひどい暴言、著しく不当な要求等）の防
止対策については、パワーハラスメント防止指針においては、事業主が行うことが望ま
しい取組とされている。
一方、国家公務員については、「人事院規則10－16（パワー・ハラスメントの防止

等）の運用について」（令和２年４月１日職職－141）において、行政サービスの利用
者等からの言動で、その対応を打ち切りづらい中で行われるものであって、業務の範囲
や程度を明らかに超える要求をするものに関する苦情相談があった場合に、組織として
対応し、その内容に応じて、迅速かつ適切に職員の救済を図ることが各省各庁の長の責
務とされていることを踏まえ、地方公共団体においても、同様の対応を行っていただき
たい旨を令和５年12月通知等により要請を行ってきた。
令和５年調査結果によれば、「他の事業主の雇用する労働者等からのパワーハラスメ

ントや顧客等からの著しい迷惑行為に関する取組」については、都道府県や指定都市に
おいては全て措置済みとなっているものの、市区町村においては40.4％（695団体）が
未措置となっており、未措置の市区町村においては、速やかに必要な措置を講じていた
だきたいこと。
顧客等からの著しい迷惑行為を抑止するに当たっては、当該行為の防止を呼び掛ける

ポスター等を掲示することも有効と考えられるため、例えば、厚生労働省が作成したポ
スターを地方公共団体の窓口に掲示するなど、各職場等の状況に応じて、抑止に向けた
啓発活動に取り組んでいただきたいこと。
なお、顧客等からの著しい迷惑行為の対応に当たっては、厚生労働省が公表している

民間企業向けのマニュアル等も参考となるため、御活用いただきたいこと。



６．厚生労働省のパワーハラスメント防止指針（カスタマーハラスメント関連）の概要
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パワハラ防止指針における「顧客等からの著しい迷惑行為」
○ 「事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置
等についての指針」（令和２年厚生労働省告示第５号）において、顧客等からの著しい迷惑行為に関し、事
業主が行うことが望ましい取組の内容が規定されている。

７ 事業主が他の事業主の雇用する労働者等からのパワーハラスメントや顧客等からの著しい迷惑行為に関し行うことが望ましい取組の内容
事業主は、取引先等の他の事業主が雇用する労働者又は他の事業主（その者が法人である場合にあっては、その役員）からのパワーハラスメン

トや顧客等からの著しい迷惑行為（暴行、脅迫、ひどい暴言、著しく不当な要求等）により、その雇用する労働者が就業環境を害されることのな
いよう、雇用管理上の配慮として、例えば、⑴及び⑵の取組を行うことが望ましい。また、⑶のような取組を行うことも、その雇用する労働者が
被害を受けることを防止する上で有効と考えられる。
⑴ 相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

事業主は、他の事業主が雇用する労働者等からのパワーハラスメントや顧客等からの著しい迷惑行為に関する労働者からの相談に対し、その
内容や状況に応じ適切かつ柔軟に対応するために必要な体制の整備として、４(2)イ及びロの例も参考にしつつ、次の取組を行うことが望ましい。
また、併せて、労働者が当該相談をしたことを理由として、解雇その他不利益な取扱いを行ってはならない旨を定め、労働者に周知・啓発する
ことが望ましい。
イ 相談先（上司、職場内の担当者等）をあらかじめ定め、これを労働者に周知すること。
ロ イの相談を受けた者が、相談に対し、その内容や状況に応じ適切に対応できるようにすること。

⑵ 被害者への配慮のための取組
事業主は、相談者から事実関係を確認し、他の事業主が雇用する労働者等からのパワーハラスメントや顧客等からの著しい迷惑行為が認めら

れた場合には、速やかに被害者に対する配慮のための取組を行うことが望ましい。
（被害者への配慮のための取組例）

事案の内容や状況に応じ、被害者のメンタルヘルス不調への相談対応、著しい迷惑行為を行った者に対する対応が必要な場合に一人で対応
させない等の取組を行うこと。

⑶ 他の事業主が雇用する労働者等からのパワーハラスメントや顧客等からの著しい迷惑行為による被害を防止するための取組
⑴及び⑵の取組のほか、他の事業主が雇用する労働者等からのパワーハラスメントや顧客等からの著しい迷惑行為からその雇用する労働者

が被害を受けることを防止する上では、事業主が、こうした行為への対応に関するマニュアルの作成や研修の実施等の取組を行うことも有効
と考えられる。また、業種・業態等によりその被害の実態や必要な対応も異なると考えられることから、業種・業態等における被害の実態や
業務の特性等を踏まえて、それぞれの状況に応じた必要な取組を進めることも、被害の防止に当たっては効果的と考えられる。

「事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針」（抄）



７．人事院規則10－16（パワー・ハラスメントの防止等）等におけるカスタマーハラスメント対策
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（各省各庁の長の責務）
第四条 各省各庁の長は、職員がその能率を充分に発揮できるような勤務環境を確保するため、パワー・ハラスメント
の防止に関し、必要な措置を講ずるとともに、パワー・ハラスメントが行われた場合においては、必要な措置を迅速か
つ適切に講じなければならない。
２及び３ 略

第４条関係
１ 各省各庁の長の責務には、次に掲げるものが含まれる。

一～四 略
五 職員が担当する行政サービスの利用者等からの言動で、当該行政サービスをめぐるそれまでの経緯やその場の
状況により、その対応を打ち切りづらい中で行われるものであって、当該言動を受ける職員の属する省庁の業務の
範囲や程度を明らかに超える要求をするものに関する苦情相談があった場合に、組織として対応し、その内容に応
じて、迅速かつ適切に職員の救済を図ること。

六及び七 略
２ 略

人事院規則１０―１６（パワー・ハラスメントの防止等）（抄）

人事院規則１０―１６（パワー・ハラスメントの防止等）の運用について
（令和２年４月１日職職―１４１）（抄）
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○ 政府の骨太方針において、カスタマーハラスメントを含む職場のハラスメントについて、法的措置
も視野に入れ、対策を強化するとされている。

第２章社会課題への対応を通じた持続的な経済成長の実現
～賃上げの定着と戦略的な投資による所得と生産性の向上～―
６．幸せを実感できる包摂社会の実現
（２）安全・安心で心豊かな国民生活の実現
（中略）
カスタマーハラスメントを含む職場におけるハラスメントについて、法的措置も視野に

入れ、対策を強化する。

経済財政運営と改革の基本方針 2024（令和６年６月 21 日）（抄）
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○ 厚生労働省が開催する検討会の報告書の中で、「職場におけるハラスメント対策の充実」において、
カスタマーハラスメントを含むハラスメントの対応の方向性が示されている。

【参加者】
◎佐藤博樹

（東京大学名誉教授）
田上皓大
（独立行政法人労働政策研
修・研究機構研究員）

日原雪恵
（山形大学人文社会科学部
講師）

古澤真美
（合同会社FMS 産業医・労働
衛生コンサルタント）

山川隆一
（明治大学法学部教授）

米川瑞穂
（日経BP 総合研究所メディカ
ル・ヘルスラボ主任研究
員）

（◎は座長、五十音順、敬称略）

【開催実績】
第１回（令和６年２月29日）
～

第11回（令和６年８月１日）

雇用の分野における女性活躍推進に関する検討会の状況（厚生労働省）
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○ 同報告書の中で、カスタマーハラスメントの３要素や社会通念上相当な範囲を超える言動の内容及
び手段・態様の例などが示されている。

同報告書（抄）
第３ハラスメントの現状と対応の方向性
５今後の対応の方向性
（２）カスタマーハラスメント
（関係省庁の連携強化）

取引先については業界特有の商慣行の問題もあり、この点については業所管官庁に加え取引の適正化の観点から関係省庁との協力、
連携が必要である。また、ヒアリングにおいて、消費者教育の充実・強化が必要であるという指摘がなされたが、この点については消
費者庁との連携が必要である。加えて、暴行・傷害など犯罪に該当し得る行為への対応については、警察庁との連携が必要である。こ
うしたことから、令和３年より開催している「顧客等からの著しい迷惑行為の防止対策の推進に係る関係省庁連携会議」において、参
加省庁の拡大や連携の強化を図るなど、当該連携会議の活用等も含めて対応を検討することが適切である。
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各種ハラスメント対策の取組について（調査依頼）

Q１－１
職場内での各種ハラスメントにおいて、抑止効果が感じられた取組や早期発見に繋がる取組（※）がございましたらお教えください。また、そ
れはどのような点が効果的であったかについても教えてください。【自由記述】

Q１－２
職場内での各種ハラスメントの対応をした際に、解決に当たり効果があった取組（※）や工夫等がございましたら、その理由と合わせて教えく
ださい。【自由記述】

Q２－１
貴団体の条例等の名称にかかわらず、顧客等からの著しい迷惑行為（以下、「著しい迷惑行為」という。）に関する対策についてお伺いします。
①貴団体において講じられている対策に関し、主な根拠となるものを教えてください。【記述式】

Q２－２

②貴団体において講じられている対策の具体的な取組について、該当するものを以下の選択肢から選んでください。
【選択方式】※あくまで好事例の取組を把握するに当たっての調査であり、現時点において以下の全ての取組について推奨しているという
趣旨ではありません。

1 著しい迷惑行為に対し複数人での対応ができる体制が整っているか（一人での対応にしない）

2 長時間の拘束・居座りに対して対応時間の目安を決めているか

3 著しい迷惑行為の種類の違いに応じた対処方法を明確化しているか

4 職種や現場等の違いに応じた対応マニュアル等を作成しているか

5 被害者からの報告を受けた際に報告事案を組織的に解決するための体制や手順が整備されているか

6 警察との連携体制が整っているか（通報体制など）

7 弁護士との連携体制が整っているか（委託契約など）

8 警察のOB・OGを採用し、著しい迷惑行為の対策担当官などに配置しているか

9 著しい迷惑行為が発生又はおそれがあるときに現場対応をフォローするための対応部署を設置しているか

10 抑止を図るため住民等への広報・周知をしているか（ポスターの掲示等を含む）

11 窓口等において防犯カメラを設置しているか

12 あらかじめ録音する旨を伝えて外部からの通話内容を録音しているか

13 電話により著しい迷惑行為を繰り返し行う者を事前に把握するため、電話機をナンバーディスプレイ化しているか

14 他の利用者に著しく迷惑を及ぼす場合等に施設管理権を行使しているか（警告・退去命令）

15 著しい迷惑行為に対処するための研修を実施しているか

16 著しい迷惑行為に対処するための研修の対象者に会計年度任用職員も含めているか

その他 上記又は上記以外の対策等について、効果的な取組等があれば教えてください。【自由記述】

Q３ ハラスメント対策全般について、課題に感じていることなどがありましたらお教えください。【自由記述】

〇 総務省において、現在、自治体に対し、以下の「各種ハラスメント対策の取組について」の調査を実施す
る（集計中）ほか、全国的なハラスメントに関する職員アンケート調査を計画中。

Q１職場内
ハラスメン
ト対策

Q２カスタ
マーハラス
メント対策

Q３ハラスメン
ト対策全般

１．各種ハラスメント対策の取組に関する調査（集計中）
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調査項目（主な設問項目は次ページ参照）

 地方公共団体におけるハラスメントの発生事案及びハラスメント対策の取組状況（職員の認知状況 等）

（発生事案）

・ パワーハラスメント

・ セクシュアルハラスメント

・ 顧客等からの著しい迷惑行為（いわゆるカスタマーハラスメント）

・ 女性の妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント

・ 男性の育児休業等に関するハラスメント

・ 介護休業等に関するハラスメント

（職員の認知状況）

・ 職員側から見た自団体におけるハラスメント対策の取組状況

（職員が求める対策）

・ 職員側から見たハラスメント対策のために求められる取組

調査対象・対象者数

 普通地方公共団体の一般行政部門に属する一般職の職員 約20,000人予定 （非常勤職員等を含む） ※標本調査

調査実施時期

 2024年11月～12月頃（調査結果の速報値は１２月中に取りまとめ予定）

２．職員アンケート調査（案）

（１）調査概要
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発生事案について、共通で聴取する項目、個別に聴取する項目の例は以下のとおり。（主なものを抜粋）

共通で聴取する項目（例）

 ハラスメント被害の経験の有無 あなたは過去３年間でパワーハラスメントを受けたことがありますか。

 ハラスメントの加害者 あなたにパワーハラスメントを行った者は誰ですか。

 ハラスメント被害の内容 あなたが受けたパワーハラスメントの被害の内容をお答えください。

 心身への影響 パワーハラスメントを受けて、あなたの心身にどのような影響がありましたか。

 ハラスメントの相談・通報先 パワーハラスメントを受けて、あなたは誰（どこ）に相談・通報しましたか。

 職場側がハラスメントを認識していたか

あなたの職場は、あなたからの相談・通報や、あなたの相談・通報を受けた者からの報告等によって、あなたがパワーハラスメン

トを受けている（または可能性がある）ことを認識していましたか。

個別に聴取する項目（例）

１）顧客等からの著しい迷惑行為（いわゆるカスタマーハラスメント）

 カスタマーハラスメントに対する回答者の対応 カスタマーハラスメントに対し、あなたはどのような対応を取りましたか。

２）女性の妊娠・出産・育児休業等及び男性の育児休業等に関するハラスメント等

 ハラスメントまたは不利益取扱いを受ける要因となった理由・制度

ハラスメントまたは不利益取扱いを受ける要因となった理由・制度（利用したもの、利用しようとしたものいずれも含む）として
考えられるものをお答えください。

 ハラスメントまたは不利益取扱いにより利用できなかった制度

ハラスメントまたは不利益取扱いを受けて、利用をあきらめた、もしくは希望する形で利用できなかった制度（育児休業の取
得期間を短縮せざるを得なかったなど）はありますか。

（２）主な設問項目
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ハラスメント対策の取組状況（職員の認知状況※ 、職員が求める対策）について

※ 事業主の措置状況との比較は「地方公共団体における各種ハラスメント対策の取組状況調査」を用いる。

ハラスメント対策の取組状況等に関する項目（例）

 事業主の措置状況についての認知状況
あなたの職場では、以下のハラスメント対策の取組を行っていますか。あくまでもあなたの主観でお答えください。

- ハラスメントの行為者については、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を規則等の文書への規定されていますか

- 相談窓口の設置がされていますか

- 相談窓口では、内容や状況に応じた適切な対応がされていますか

- 第三者機関（人事委員会・公平委員会）への苦情相談が可能な旨が周知されていますか ／等

 事業主の措置状況についての評価

あなたの職場での各種ハラスメント対策は、十分に取り組まれていると思いますか。

 ハラスメント対策のために求められる取組（カスタマーハラスメント以外）

あなたの団体や現在の職場では、職場内のハラスメントの予防・解決のために、今後どのような取組を実施した方がよい、また
は力を入れた方がよいと思いますか。

 カスタマーハラスメント対策のために求められる取組

あなたの団体や現在の職場では、カスタマーハラスメントの予防・解決のために、今後どのような取組を実施した方がよい、また

は力を入れた方がよいと思いますか。

（２）主な設問項目
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【背景】ハラスメント対策を巡る動向

 地方公共団体におけるハラスメント対策については、各種関係法令や人事院規則の取組を踏まえ、適切に対応するよう助言
を行うとともに、フォローアップ調査を行い、調査結果の公表や助言を通じて取組を推進してきた。

 令和５年６月時点において、各種関係法令に定める雇用管理上講ずべき措置の実施状況について、208団体
（12.1％）が未実施、人事院規則に定める追加的措置のうち、他の事業主の雇用する労働者や顧客等からの著しい迷惑
行為に関する取組の実施状況について、695団体（40.4％）が未実施となっており、取組を強化していく必要がある。

 人事委員会及び公平委員会への相談件数は、パワーハラスメントに関するものが最も多く、近年、横ばいから増加傾向にある。

 また、政府の骨太方針において、カスタマーハラスメントを含む職場のハラスメントについて、法的措置も視野に入れ、対策を強
化するとされていることや、厚生労働省の有識者検討会報告書において、カスタマーハラスメント対策に関する必要な検討につい
ては、 「令和３年より開催している「顧客等からの著しい迷惑行為の防止対策の推進に係る関係省庁連携会議」において、
参加省庁の拡大や連携の強化を図るなど、当該連携会議の活用等も含めて対応を検討することが適切である。」とされている。

 こうした動きを踏まえ、総務省としても、今年度、新たにハラスメントに関する全国規模の職員アンケート（標本調査）、 好
事例や課題等を把握するための各種ハラスメント対策の取組に関する調査を実施。
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■今後の論点 調査結果を踏まえた論点整理

 職員アンケート調査結果や各種ハラスメント対策の取組についての調査結果から、浮き彫りとなった課題などについて、論点
を整理することとしたい。

■初回の論点 新たなハラスメント調査の在り方
（新たな調査等）

 事業主が雇用管理上講ずべき措置の取組が進んでいる一方、人事委員会及び公平委員会へのパワーハラスメントに関す
る相談件数が増加傾向にある。このため、初となる職員アンケート調査において、当事者である職員側から見て、自団体のハ
ラスメント対策に対する受け止めなどについて、設問項目に盛り込むこととしてはどうか。

 カスタマーハラスメント対策については、各地方公共団体の業務内容が多岐にわたり、団体規模や職種も様々である中、
汎用性の高い好事例を収集し、展開することとしてはどうか。

 職員アンケート調査や好事例の収集にあたり、留意すべき点や配慮すべき点はあるか。
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